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近年,地方都市では人口減少や少子高齢化による中心市街地の空洞化が未だ顕著である.そこでこの状況

を打破するための方策として,「駅まち空間」のマネジメントに注目が集まっている.本研究は近年盛んな

「駅まち空間」のマネジメントがより広い周辺エリア(徒歩圏)に経済効果を波及させているかを明らかに

するために地価の維持率に着目して分析を行った．その結果,環境空間比が 60%以上の駅前広場を整備する

こと,また,そうした駅前広場を含む駅まち空間を積極的に活用する取り組みを行っている事例ほど駅まち

空間整備によって向上した地価を維持または向上させていることが明らかになり,「駅まち空間」のマネ

ジメントが周辺エリアに経済効果を波及させ,地域経済の活性化につながることが示唆された. 
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1. はじめに 

 

(1) 背景 

国土交通省は「駅や駅前広場と一体的に周辺市街地と

の関係を踏まえ必要な機能の配置を検討することが期待

される空間」として「駅まち空間」を定義し注 1),従来の

TOD の概念を取り入れ,これからのまちづくりにおいて

中核を担い得る場所に資するものとして位置付けている.

こうした「駅まち空間」のマネジメントによって,中心

市街地の衰退が顕著である我が国の地方都市において,

新たな開発などが減少する中で既存ストックを有効活用

できる点や都市の魅力向上とそれによる資産価値の向上

が期待できる点から,市民の活動拠点の創出やそれによ

って賑わいを取り戻す契機となることが期待される.こ

こでいうエリアマネジメントとは,国土交通省が「住民

や事業主,地権者によって自主的に行われている取り組

み」と定義している注2). 

しかし,既往研究において「駅まち空間」を扱ったも

のは少ない.駅前広場に関して岩本ら 1)が都心の駅の駅前

広場について,駅の利用者からは交通機能のみならず,憩

いの場所などの環境空間の機能も望まれていることを明

らかにしており,小滝ら 2)は環境空間比のみに基づいた計

画手法を用いるのではなく,交流空間や修景空間の充実

が必要であり,限りあるスペース内での機能充実のため

隣接する空間との関係や空間自体の質を高めることが重

要であるとしている.またにぎわいを取り戻すのみでは

なくそれを持続させることも必要であり,西村ら 3)は市民

による駅前広場の利活用に関して計画や構想の段階から

市民の側に立って合意形成をサポートしてきたまちづく

り組織が駅前広場供用後の運営管理を行うことで市民に

積極的に利用されており,整備のみならず利活用まで継

続的に民間組織が関与することが重要であることを明ら

かにしている.駅前広場の環境空間などのハード面に関

しては,浅野 4)が中心市街地活性化計画の事業の特徴とし

て駅前広場の改修があり,整備されてきたと見られるこ

とを明らかにしている. 

これらの研究では「駅まち空間」の中でも駅前広場に

着目して環境空間の必要性やマネジメントの必要性を明

らかにしているが,「駅まち空間」全体,またマネジメン

トの必要性を扱っていない.そこで本研究では駅まち空

間の「マネジメント」の実態と課題について着目する. 

本研究ではマネジメントに対して経済的指標から評価

を行う.これはエリアマネジメントが地価向上の観点か

ら期待されているということから重要であり,平山ら 5) 
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はエリアマネジメントの効果の帰着先として地価による

分析を通して,商業地にてエリアマネジメントを行うこ

とで地価に有意に正の影響をもたらしていることを明ら

かにしている.ただし同研究は関東・近畿の商業地を対

象にしており,地方都市に対して分析は行っていない.地

方都市の駅周辺にも同じことが言えるのかは明らかにな

っていないことから本研究では地方都市を対象に分析と

評価を行う. 

 

(2) 定義 

本研究では,国土交通省の定義注 1)を参照としながら,

「駅舎,駅前広場およびその周辺の 2,3街区の再整備およ

び再開発事業が並行して段階的に実施計画された空間」

として「駅の中心から半径 300m 圏内」を駅まち空間と

定義し,分析対象として選出する.また,抽出した駅まち空

間のマネジメントに該当する活動としては,「自治体,鉄

道事業者,駅周辺地権者等による官民連携組織が実施す

る事業」を記録する.ただし,駅まち空間の提唱自体が

2020 年以降とごく近年であることを鑑み,萌芽期のもの

を含めるために「官・民の複数の組織が,同時に駅まち

空間を活用する催し」も含むこととする. 

 

(3) 目的 

(1)に示した背景より,地方都市において「マネジメン

トを積極的に行っている駅まち空間は空間整備により上

昇した地価を維持できている」という仮説を検証し,課

題を明らかにすることを目的とする.この仮説は,分析結

果から当てはまる事例が過半数を超えた場合に立証され

たとする. 

 

 

 

2. 研究手法 

 

(1) 対象地とする駅まち空間 

エリアマネジメント実施事例の選定条件として,駅ま

ち空間内において特に取り組みの中心的な場となりえる

「駅前広場の環境空間」に着目する. ここで環境空間比

に着目したのは、鹿島ら 6)が現状の駅前空間は交通空間

に多くの面積を要してしまい,残りの空間を環境空間と

して設定してしまうことから今後の人口減少や少子高齢

化による環境空間の集客性を重視して環境空間比を定め

る研究を行っているように,今後の駅まち空間には環境

空間比に着目した駅前広場が必要であると考えたためで

ある.対象地の選出は 3 段階で行った.まず全国の都市か

ら地方都市を選出するために,地方都市の定義を「3 大都

市圏に属していないかつ人口 100万人以下の県庁所在地,

政令指定都市,中核市」として選出を行った.その結果,58

都市を選定した.次に 58 都市の代表駅をそれぞれ 1 つ選

出し,その駅はエリアマネジメントに伴う空間活用を行

えるような駅前広場の環境空間比を充足しているか,と

いう観点から選出した.具体的には,「広場総面積が

20,000 ㎡以上かつ環境空間比が 50%以上」または「広場

総面積が 10,000㎡以上かつ環境空間比が 60%以上」とし

た.従来の駅前広場計画の指針注 3)において標準的な環境

空間比を50%,また広場総面積が10,000㎡以上の駅前広場

については環境空間比が 50%以下でもよいとしていたた

め 50-60%を下限とした.その結果 20都市が選出された.さ

らに,下記の分析を行う上で駅まち空間の概念が登場し

た時期やデータ入手のしやすさの観点から駅前広場の整

備が比較的近年(2000～2020 年)に完了したものを選出し

た.その結果,最終的に16都市を対象地として選出した(表

-1). 

表-1対象地一覧と各分析結果 
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(2) 分析手法 

a) 地価分析 

本研究では地価分析を国土交通省が示している「イン

フラ経営の実践によるストック効果の分析のためのガイ

ダンス」注 4)に基づいて「差の差法(DID 法)」を用い

る.DID 法は政策を実施した地域(処置群)としていない地

域(対照群)の 2 つに分けて処置群の政策前後の指標の差

と対照群の政策前後の指標の差を比較することで政策を

実施したことによる効果を分析する手法である.本研究

では政策を「駅まち空間の整備」および「エリアマネジ

メント関連事業の実施」とし,1 章(2)で定義した駅まち空

間の範囲内を処置群,範囲外を対照群とする. 

地価の分析を行う上で採用するデータについて,本研

究では「相続税路線価(以降路線価と表記する,1998 年～

2024 年のデータ注 5))」を採用することとした.採用理由と

しては地価データにはそれぞれメリットとデメリットが

あり(表-2)注 4),その中で路線価は評価地点が多く,かつ毎

年公表されている点から地価変化および維持率を正確に

分析できるためである. 

駅まち空間整備前後各 2～3 年間での路線価の変化を

分析することとし,整備前後での路線価の増減にて分類

を行い,プラスの駅とマイナスの駅に分けた(表-1).また,

維持率は駅まち空間整備 2～3 年後を基準年として最新

の路線価までの経年変化を分析することとし,グラフ上

で最新の路線価が基準年よりも高ければ維持率が 100%

以上で維持率が高いと判定し,分類する.また,対象地の地

価変化の比較対象として路線価の全国平均の推移を図-1

に記載する注6,7).なおDID法の留意点として,処置群と対照

群で政策前の指標の動きが平行する(平行トレンド仮定)

傾向にあることを確認した注 8,9).またそれぞれの群で異な

る変化やイベントが発生していないこと(共通ショック

仮定)を仮定している注 8,9).結果の考察では,新幹線開業な

どの広域地域経済に影響を及ぼすイベントが発生してい

る駅としてない駅とで別々に考察を行った. 

b) マネジメント分析 

地価分析を行う上で定義した駅まち空間の範囲内で行

われているマネジメント事業を数とマネジメントに携わ

る官民連携組織を法人化しているか(以降は法人化団体

と表現する)という2つの観点から文献・Webサイト検索

調査を行った.なおマネジメント団体の法人化に着目し

た理由は李ら7)によって,マネジメント団体の中でNPO法

人と任意団体は安定的な財源確保が難しいことや人材の

確保や育成が課題となっている,すなわち法人化による

財源確保や人材の確保・育成がマネジメントの積極的な

推進につながることを明らかにしているためである.マ

ネジメント事業については,宋ら 8)が行った日本のマネジ

メント団体の傾向分析によってマネジメントによる最も

大きな効果が賑わいや集客である団体が調査対象団体の

3分の 1になることが明らかにされていることから,主に

イベント事業がどれほど行われているかについて分析す

ることとする.これらの分析結果と地価分析による地価

の維持率の分析結果を基に選出した駅まち空間を 4つの

タイプに分類する. 

c) ヒアリング調査 

地価の維持率を左右する取り組み内容について考察を

行うため,地価分析,マネジメント分析の結果,マネジメン

トを積極的に取り組んでいる事例と分類した駅まち空間

のある9自治体のうち,駅まち空間内でのマネジメント事

業数が最も多い旭川市と法人化団体を有する富山市,姫

路市,大分市の 4自治体へのヒアリング調査を行った.. 

 

 

3. 地価の変化と維持率 

 

地価分析の結果,駅まち空間整備前後の地価変化がプ

ラスの駅が8駅,マイナスの駅が8駅となった.地価変化が

プラスの駅には共通点があり,静岡駅を除き駅前広場の

整備が路線価の最新データ取得年の 2024年から 10年以

内となっている.これら2つの群でそれぞれ駅前広場の環

境空間比の分布を見ると環境空間比が 60%以上の駅がプ

ラスの群は 8駅中 7駅,マイナスの群は 8駅中 4駅とプラ

スの群の方がより環境空間比の高い駅が多い(図-2).こ

のようになった理由としてプラスの群の駅については駅

前広場のみならず,駅に隣接する駅ビルの建設・改築な

どにも力を入れていることにより駅ビルや駅の整備・再

整備とともに駅前広場の再整備を行っていることが考え

られる.実際に地価変化がプラスかつ環境空間比 60% 

表-2 各地価データのメリットデメリット注4) 

図-1 相続税路線価の全国平均注6,7) 
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以上の駅において駅前広場整備前後の駅ビルの開業や再

整備の有無を調査したところ,7駅中 6駅で駅ビルの整備

や再整備が駅前広場の整備と同時期であった(表-1). 

次に環境空間比と地価の維持率の関係を示す(図-3).

図中で駅まち空間整備後に新幹線の開業があった駅につ

いては白いマークを付けている.分析の結果,高知駅では

環境空間比が 75%以上だが,地価の維持率は 100%未満で

あった.他方,駅前広場整備後に新幹線が開通または全通

した金沢駅と鹿児島中央駅は環境空間比が 60%未満であ

るにもかかわらず,地価の維持率が170%～200%であった.

新幹線開業の影響を受けている金沢駅と鹿児島中央駅を

外れ値とすると,環境空間比の高さと地価上昇の維持率

については正の相関がみられるが,高知駅の事例を考え

ると,駅前広場の環境空間比の高さのみでは地価の維持

にはつながらないことが考えられる. 

 

 

4. 駅まち空間のマネジメント活動 

(1) 16都市の類型 

豊田市駅・新豊田駅の例を除き,法人化団体を有する

駅まち空間は地価の維持率がいずれも 130%以上であり,

高水準で維持している.豊田市駅・新豊田駅では新豊田

駅の駅前広場整備が 2019 年であることから地価の維持

率の分析期間が短く,エリアマネジメントの効果が出始

める前で駅前広場が整備されたことのみが影響したと考

えられるため,地価の維持率が低い結果になっている. 

次に対象地ごとにマネジメントの事業内容を整理し,

マネジメントの事業数と地価の維持率に従い,大きく4種

類に分類した(表-1、TYPE 参照).各 TYPEについて 1つず

つマネジメント分析と地価分析の結果を示す(図-4～図-

7).図-4～図-7 について,左側のグラフは地価変化を DID

法で分析したものでその下にマネジメント分析の結果を

時系列順に記載した図である.右側の地図は対象地にお

ける駅まち空間と区画整理事業範囲,採用した路線価デ

ータ,マネジメント事業の実施個所を記載している.駅周

辺は区画整理事業が行われていることが多く,その影響

を考慮するために区画整理事業の実施範囲によって処置

群を区画整理事業範囲内外で分割(駅まち空間範囲＞区

画整理事業範囲)または区画整理事業の範囲内を処置群

と対照群で分割(駅まち空間範囲＜区画整理事業範囲)し

て分析を行った.まず駅まち空間内でのエリアマネジメ

ントが積極的かつ,地価の維持率も高い(100%以上)事例

(TYPE-A)については 6駅が当てはまり,エリアマネジメン

トが消極的かつ,地価の維持率も低い(100%以下)事例

(TYPE-B)については1駅が当てはまった. 次にマネジメン

トには積極的だが,地価の維持率が低い事例(TYPE-C)に

ついて,これには 3 駅が当てはまった.旭川駅は法人化団

体を有しておらず,郡山駅は法人化団体の結成が令和元

年であり,年月が経っていないかつマネジメント事業数

は少ない状態である.浜松駅はイベントを駅前広場では

なく近隣のイベントスペースで行われているマネジメン

ト事業がほとんどであるなど,駅前広場の環境空間比が

低いことから駅前広場でのマネジメント事業の展開が難

しくなっている点が考えられる.次にマネジメントには

消極的だが地価の維持率が高い事例(TYPE-D)について,

これには 6 駅が当てはまった.先述の通り,長崎駅と鹿児

島中央駅については駅前広場の整備後に新幹線が開業し

たことによる影響を受けていることが考えられる.次に

宮崎駅については駅前広場の整備が 2020 年であり,エリ

アマネジメントではなく駅前広場の整備のみが影響を与

えたと考えられる.そして盛岡駅,岐阜駅,高松駅について

は駅まち空間整備による地価変化がマイナスであり,地

価が下がった年をスタートとして維持率の分析を行った

ことで路線価の全国平均の動向(図-1)と同じように路線

価が推移したために維持率が高く出たと考えられる(図-

7). 

この結果からマネジメントに積極的な駅まち空間

(TYPE-A, TYPE-C)は 16駅中 9駅となり,その中で地価の維

持率も高い駅まち空間(TYPE-A)は 9駅中 6駅となり,本研

究における仮説が立証された. 

 

図-2 環境空間比の分布 

図-3 環境空間比と地価上昇の維持率 

高知駅 

鹿児島中央駅 

金沢駅 
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図-4 TYPE-Aの例(富山駅) 

図-5 TYPE-Bの例(高知駅) 

図-6 TYPE-Cの例(旭川駅) 

図-7 TYPE-Dの例(盛岡駅) 
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(2) 積極的実施駅に見られる課題 

ヒアリングでは旭川市,富山市,姫路市,大分市の 4 都市

を選出し, 本研究の分析結果とマネジメントの実態につ

いて把握するとともに,マネジメント団体の法人化の有

無がもたらす課題について把握するため,4 つの項目につ

いてエリアマネジメントに関係する部署にヒアリングし

た.この 4 都市は分析の結果,駅前広場の環境空間比が高

く,またエリアマネジメントを積極的に展開している(旭

川市はマネジメント事業数が最も多く,富山市,姫路市,大

分市は法人化団体を有している)ことが共通点である.た

だし旭川市と 3 都市の間で類型が異なる(3 都市の駅は

TYPE-A なのに対し旭川駅は TYPE-C).ヒアリングの結果

について表-3に記載し、考察を以下に述べる. 

① 駅前広場を活用したマネジメントと駅周辺市街地を

活用したマネジメントとの関連性・連携について 

この項目に関しては旭川市と富山市,姫路市,大分市の3

都市との間で違いが見られた,富山市,姫路市,大分市の 3

都市ではそれぞれ駅前広場の管理者と駅前通りなどの管

理者とで,それぞれの場所でマネジメント事業を行う際

に相互に連携することや大規模なイベント時に駅前広場

と駅周辺で共同開催するなどマネジメントでの連携を行

っているとのことだった.その一方旭川市に関しては駅

前広場と駅前通り(買物公園)の管理者が連携することは

あまりなく,駅前広場と買物公園を跨いだ大規模なイベ

ントを行う際は市が主催して行っており,民間主体で大

規模なイベントを行うことは費用面で難しいとのことだ

った.ここにはマネジメント団体の法人化の有無が関係

していると考えられ,旭川市は現状,3都市と比べて駅まち

一体でのマネジメントの連携は薄いと考えられる注11). 

② 駅まち空間を含む駅周辺においてエリアマネジメン

トを積極的に行っている範囲について 

 4都市で共通していた点はエリアマネジメントを意識 

的に行っているのは自治体が出している「中心市街地活 

 

性化基本計画」にて定義した中心市街地の範囲内で行っ

ている点である.各都市でその範囲の広さは異なるが,駅

まち空間よりも広い範囲でエリアマネジメントを行うこ

とを意識している点は共通していると考えられる. 

 

③ 駅前広場を活用したイベントの実施に伴って必要な 

環境空間の面積および駅前広場を活用したイベン

トの実施回数について 

この項目に関しては各都市で広場面積やイベントの実

績のデータを頂きつつ回答を頂いた.その結果面積には

ばらつきがあり,共通点は見られなかった.しかし 4都市

とも駅周辺に駅前広場以外にイベントが行える公園や広

場が整備されており,イベントの規模に合わせて使用す

る場所を使い分けている点,そしてイベントスペースを

一般に貸し出ししている.この結果からイベントの実施

回数のみならず,イベントが行える場所が多いことや一

般の方による広場の利活用の有無もエリアマネジメント

の積極性の高さにつながっていると考えられる. 

④ エリアマネジメントによって実際に駅まち空間およ

び駅周辺市街地の賑わいを取り戻せているかにつ

いて 

この項目は本研究で地価データによってエリアマネジ

メントの効果を分析したが,他の指標(歩行者量や消費額

の変化)の観点から補完的に考察を行うために伺った.同

時にヒアリング内で担当者の方に主観的な意見をいただ

いた.その結果,エリアマネジメントによって歩行者量や

消費額が増加していることは確認できたが,それ以上に

COVID-19の流行による影響が大きく,コロナ禍以前は増

加していたが,コロナ禍以降の数年は大きく減少してい

るということが明らかになった. 最近は再び増加し始め

ているものの,未だにコロナ禍以前の状態には戻ってい

ないとのことだった. 

このようにヒアリング調査によって,分析では見えてこ

表-3 ヒアリング調査の結果 
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なかった部分を明らかにすることができた. 

 

 

5. おわりに 

 

(1) 仮説検証の結果 

地方都市の駅まち空間のマネジメントについての仮説

に対して以下のことが明らかになった. 

① 3章の結果より,駅まち空間整備後の地価変化がプラ

スかつその地価が持続している駅は駅前広場の環

境空間比が 60%以上であったが,駅前広場の環境空

間比が 60%以上であるにも関わらず,駅まち空間整

備後の地価変化がマイナスの駅や地価を持続でき

ていない駅もあることから,環境空間比の高い駅前

広場の整備のみで駅まち空間整備により上昇した

地価を持続できるわけではない. 

② 4章の結果より,マネジメントの事業数が多く,マネジ

メント団体の法人化を行っている駅まち空間は駅

まち空間整備後の地価維持率を 130%以上としてお

り,駅まち空間整備により上昇した地価を持続でき

ている. 

以上より環境空間比が 60%以上の駅前広場を整備して

おり,なおかつマネジメントに積極的である駅まち空間

は駅まち空間整備によって上昇した地価を維持できてい

る,すなわち経済的に持続可能な駅まち空間になってい

ると考えられる.しかしマネジメントに積極的であって

もマネジメントの事業数が多いだけではその効果を最大

化することは難しく,それを駅まち空間一体で取り組む

ための体制が整備されていることが大切で,今後の駅ま

ち空間はマネジメント団体の整備や法人化が課題になる

と考えられる. 

 

(2) 今後の課題 

ただしこの結論は様々な要素に影響される地価の分析

結果に基づいたもので,持続可能な駅まち空間の展開に

エリアマネジメントが関係していることは本研究で示唆

されたが,因果関係までは明らかにできていない.また,駅

まち空間とエリアマネジメントの施策は新幹線開業や駅

の高架化による駅周辺の変化をきっかけに動き始め,そ

の相乗効果が大きいという見方もできるため,これらの

周辺環境の影響を排除すべきかどうかを含め,分析を行

うことでエリアマネジメントが持続可能な駅まち空間の

展開にどこまで関係しているのかを明らかにすることを

今後の課題としたい. 
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付録 

 本文内で記載しなかった残りの 12 個の事例の図につ

いて 9ページ以降に記載する(図-8～図-19). 

 

NOTES 

注1) 国土交通省：駅まちデザインの手引き,pp.2． 

注2) 国土交通省：エリアマネジメントのすすめ,pp.3． 

注3) 建設省都市局：駅前広場計画指針,技報堂出版,1998. 

注4) 国土交通省：インフラ経営の実践によるストック効

果の分析のためのガイダンス,2024. 

注5) 都市ごとに使用したデータの範囲は異なり,駅前広場

整備年の 2~3 年前のデータから令和 6 年度のデータ

までを採用.平成 16 年のデータに関しては本文執筆

時国会図書館にて蔵書のデータ化作業中であり,デー

タの取得が行えなかった. 

注6) 国土交通省ホームページ：「変動率及び平均価格の

時系列推移表(令和 7年地価公示)」． 

注7) 路線価の全国平均は公表されていないことから,地価

公示の全国平均を基に算出したデータを利用した.相

続税路線価は地価公示の 80%の値とされている． 

注8) 吉村芳弘：差分の差分法(difference in differences)―介入前後

のデータから効果を検証―, 日本リハビリテーション医学

会「The Japanese Journal of Rehabilitation Medicine」, Vol.59, No.11, 

pp.1093-1099, 2022. 

注9) 本研究では,対象地の地価分析を行う際に処置群と対照群

で駅まち空間整備前 2,3 年間の地価変化を見ることで,そ

れぞれの群に差がないことを確認し,2 つの仮定が成立し

ていることを確認した. 

注10) 国土交通省：駅まちデザインの手引き,pp.5-13. 

注11) ヒアリング時に頂いた回答を基に考察を行った.2026

年現在では旭川市も連携を強化すべく施策を講じて

おり,今後は連携強化とそれによる駅まち空間マネジ

メントの効果も向上することが期待されている. 
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THE ISSUE FOR “INTEGRATED DESIGN & MANAGEMENT FOR ATTRACTIVE 

TRANSIT HUB” IN JAPANESE REGIONAL CITIES 

 

Haruto TANI and Sino MIURA 

 
In recent years, the hollowing out of downtown areas in regional cities due to population decline and an 

aging society with a low birth rate remains a prominent issue. Then as a solution to this situation, “Integrated 

Design & Management (IDM) for attractive transit hub” is attracting attention. This study analyzed land 

price retention rates to determine whether “IDM for attractive transit hub” is generating economic benefits 

that extend to the broader surrounding area (within walking distance). The results revealed that “IDM for 

attractive transit hub” with an open space ratio of 60% or higher, as well as initiatives actively utilize that 

are more likely to maintain or increase land price improved through “IDM for attractive transit hub” devel-

opment. This suggests that “IDM for attractive transit hub” generates economic spillover effects in sur-

rounding areas, leading to the revitalization of the local economy. 
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図-8 金沢駅 

図-9 静岡駅 

図-10 姫路駅 
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図-11 大分駅 

図-12 豊田市・新豊田駅 

図-13 浜松駅 
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図-15 岐阜駅 

図-16 高松駅 
 岐阜駅 

図-17 長崎駅 
 岐阜駅 

図-14 郡山駅 
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図-19 宮崎駅 

 岐阜駅 

図-18 鹿児島中央駅 
 岐阜駅 


